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一般社団法人日本経営調査士協会：入会説明書

１．はじめに
　　当協会は、1957年に創設した『経営調査士（経営調査・分析・改善指導・支援）及び、2002年に新設の経営アナリスト（研究調査・研修指導・教育訓練・研究）』を職能とする専門家団体です。

　　入会にあたっては所定の提出書類に基づいて入会（資格）審査を受けていただくことが必要になりますのでこれをご送付します。皆様におかれましては、ご検討のうえ是非とも入会手続きをいただきますようお願い申し上げます。

２．正会員（一般会員）と資格

　　当協会の会員は正会員（一般会員）・学生会員・賛助会員により構成されます。正会員は「経営調査士」・「経営アナリスト」の有資格者でなければなりません。従いまして、入会手続きと同時にどちらかの資格を選択し認定試験（認定試験免除制度があります）に合格してから入会講習（又は講習に代替する論文を提出）を受けなければなりません。

（注1）正会員は一般社団法人の社員となる25歳以上の方で年会費（2万円）を負担しなければなりません。なお正会員となるための資格（経営調査士・経営アナリスト）の有効期間は２年間です。資格取得（入会）時及び資格更新（２年毎）時は、協会主催の講習を受講（又は講習に代替する論文を提出）してください。

（注2）「（標準／上級）ＩＰＯ・内部統制実務士」は、会員外の方も公募して認定する資格です。この有資格者は希望により、経歴審査を経て正会員になれます。
３．正会員（一般会員）の入会手続、資格認定、資格更新まで

　　当協会への入会（資格取得）は、所定の提出書類を提出して、資格認定審査と併せて入会手続きを併行しておこないます。
（１）入会手続

①　入会申込書、誓約書、会員票：経歴審査書、資格認定（試験受験）申込書を協会

に提出（郵送）していただきます。入会手数料（3万円、初年度の年会費に相当）の納付（郵便振替：払込取扱票）は、（２）の資格認定後に行ってください。

②　入会手続に関する書類は、事務局へ請求して提出するか、当協会のホームページから入会手続に関する書類をダウンロードして提出してください。

（２）資格認定

入会手続（１）と並行して資格認定審査を同時におこないます。

①　資格認定は、入会手続の書類である会員票：経歴審査書（試験受験）と資格認定
（試験受験）申込書に基づいて、資格認定試験委員会が実施します。併せて、受験手数料の納付（3万円、郵便振替：払込取扱票）をおこなってください。なお認定試験の免除制度（後記：（４）参照）があります。該当者は、資格認定試験を受験する必要はありませんし受験手数料の納付も不要です。但し、入会講習会（又は講習に代替する論文を提出、後記：③参照）は必須です。
②　資格認定試験の実施要領（試験期日・試験場所）は、事務局から受験者に通知し

ます。試験科目は、資格認定（試験受験）申込書に受験科目（企業オペレーション、マーケティング、ファイナンス、経済学・経済政策、企業法務、新規事業開発、その他受験者が希望・申請する経営分野）の希望を記載してください。試験委員会が受験者の希望を参考にして試験科目を決定（通知）します。

　なお、認定試験に替えて、論文審査による資格認定とする場合があります。その場合は、論文審査の要領を事務局から受験者（入会希望者）に通知します。

ア．筆記試験

　　　　　試験委員により、試験選択科目に関する論述問題を出題します。

1． 面接試験

試験委員により、試験選択科目及び協会が内規する資格能力要件を充たしているかを審査します。筆記・面接の両試験は、同日に実施することがあります。
③　講習会の受講

資格認定試験の合格者（資格認定試験の免除者）及び資格の有効期間終了に伴う

資格更新者は、協会が指定する講習会を受講しなければなりません。

（３）資格更新

協会が認定する資格の有効期間（2年間）終了に伴う資格更新をおこなうためには、資格更新申請書、会員票：経歴審査書の変更届、資格更新手数料（3万円、郵便振替：払込取扱票）を納付する必要があります。

（４）資格認定試験の免除　　

　　　次の各号に該当する方は、資格認定（試験受験）申込書に必要事項を記載して資格認定試験の免除を申請することができます。

　　①　大学院、大学、短期大学、高等専門学校、専門学校などで、法学、経営学、商学、経済学、会計学、工学、理学、情報管理などに属する学科目の教授、准教授、又は専任講師の職にあった者、及び前記学科目に関する研究により、修士以上の学位を授与された者
　　②　弁護士、公認会計士、税理士、弁理士、不動産鑑定士、中小企業診断士、社会保険労務士、司法書士、行政書士、技術士、証券アナリスト、ＣＦＰ、ＩＴ系資格など企業経営にかかわる高度な国家資格取得者（又は公的資格取得者）
　　③　上場企業（未上場の生保、政府系金融機関、海外諸機関などを含む）等において、

課長以上の管理職として在職期間が通算10年以上の者、また上場外の企業において課長以上の管理職として在職期間が通算15年以上の者
④　中小企業庁・中小企業総合事業団・都道府県・市町村・商工会議所等の中小企業

　指導・支援機関の実績、一定のコンサルタント実績がある者など経営指導の実績が顕著と認められる者
⑤　その他、①～④に準ずる能力を認められる者

（注）正会員への昇格特例（資格認定試験の免除）

　　学生会員（準経営調査士・準経営アナリスト）が、有効期限を越えて資格を更新し、継続して研鑚を積み、経営調査士・経営アナリストとなる能力と条件を持った場合は、特例として正会員に必要な資格認定試験を免除する場合があります。

４．全経（当協会の上部団体）

　公益社団法人全国経理教育協会（略称：全経）は、文部科学大臣指導の公益法人で、全国の経理教育団体を構成員とし、1957年に結成されました。連盟傘下の個々の会員団体が、直接的に学生・社会人に経理と経営の教育をするのに対し、公益社団法人全国経理教育協会は、情報収集・研究・大会等の機会を通じて、会員内外の資格・検定の開発と運営をすると伴に、文部科学大臣指導のもと、個々の団体では実現が困難な公益事業を展開しています。
５．事務局（問い合わせ）
〒170‐0004　東京都豊島区北大塚1-13-12-4Ｆ　

一般社団法人日本経営調査士協会　専務理事：下田秀之
ＴＥＬ03‐6903‐4075　ＦＡＸ03‐3940‐9315
※ＴＥＬ受付：平日am9:30～pm4:30　（土.日.祝日は休み）
URL：http://www.keieichosa.gr.jp　 E-mail:jimukyoku@keieichosa.gr.jp
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